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北海道 取組の経緯、作成に向けた決意
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様式

取組の経緯
○ 昨今の自然災害による要配慮者への被害の集中や日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定が公表さ
  れるなど、災害時の要配慮者対策を推進していくことが非常に重要であると認識。
○ 令和４年度からモデル事業を活用し、個別避難計画の推進に向けて取り組みを進めているが、本道におけ
る個別避難計画の策定は、徐々に進んでいるものの、全国と比較して進んでいない状況。

○ 本堂における市町村の個別避難計画の策定状況を踏まえ、福祉部局・防災部局が市町村支援が重要との共
通認識の下、令和６年度においても、本モデル事業を活用させていただき、引き続き市町村における個別避
難計画の取組を推進させるため、応募するに至った。

（参考）
北海道内の個別避難計画作成状況（令和６年４月１日現在 内閣府・消防庁調査）

全部策定 一部策定 未策定

北海道
(179)

12.9%
(23)

69.8%
(125)

17.3%
(31)

全 国 91.8％ 8.2%

※令和４年度の取組内容
・全体研修会の開催

   ・個別研修会の開催（全7回）
・未策定市町村への個別訪問など

※令和５年度の取組内容
・個別避難計画作成プロセスの確立支援（2町）
・全体研修会、事例共有会の開催（各1回）
・個別相談会の開催（１市２町）
・未策定市町村への個別訪問、普及啓発動画の作成など



取組のポイント（アピールポイント、力を入れた点、取組の重点など）
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北海道 様式

取組のポイント
・道内全市町村を対象とした研修会、未策定市町村のみを対象とした研修会の実施
・アドバイザー同行のもと、未策定市町村を中心に伴走型支援・個別訪問等を実施

取組実績
●未策定市町村を対象とした基礎研修会（25市町村）
・有識者による講演
・道内の自治体からの取組事例紹介
●個別避難計画作成モデル事業による全体研修会（73市町村・1団体）
・内閣府による制度説明、有識者及び札幌管区気象台による講演
・道外の先行自治体からの取組事例紹介
●個別避難計画作成モデル事業による全体研修会②（※3月3日開催予定）
・有識者及び札幌管区気象台による講演
・道外の先行自治体からの取組事例紹介
●未策定市町村を中心に
伴走型支援・個別訪問等を実施
・年間を通じたアドバイザー派遣による個別支援
・未策定市町村を中心とした、プッシュ型の支援
（アドバイザー同行による個別訪問）

・道・市町村・アドバイザーの３者による個別相
談会（オンライン）

●その他
・市町村が実施する個別避難計画の実証も含めた避難
訓練への参画

・自治体・関係団体が主催する会議・研修会にて、
行政説明

・道内の全保健所長が出席する会議にて、市町村に対
する個別避難計画の取組支援について依頼 等



令和６年度末時点での成果、課題、今後の方向性
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北海道 様式

個別避難計画策定状況
道独自調査

(R6.1.1現在)
①

国調査
（R6.4.1現在)

②

道独自調査
（R6.6.1現在)

③

道独自調査
（R6.10.1現在)

④

道独自調査
(R7.1.1現在)

⑤

策定済み※ 133 148 150 152 155
未策定 46 31 29 27 24

R5年度中 23 - － － －
R6年度中 23 - 29 20 16
R7年度中 0 - 0 7 8

133

148 150 152 156

171

100

120

140

160

① ② ③ ④ ⑤ ※

※：R7.4.1時点（見込み）

179

※ 一部策定済み市町村を含む。

目 標 未策定市町村数の減少 一部策定市町村の取組の加速化

取組結果
◎未策定市町村数が減少
●アドバイザーによる個別支援（個別訪問）を実施してもな
お、年度内の策定が見込めない自治体が複数存在

◎道内全体の個別避難計画作成数が増加

結果の理由・
背景など考察

◎アドバイザーによる個別支援（個別訪問）や研修会の開催な
どにより、制度趣旨や取組方法等に関する市町村職員の理解
がより進んだことに加え、庁内における個別避難計画の取組
に係る業務の優先度が高くなったことが考えられる。

●個別避難計画の取組の必要性は十分理解いただいているが、
担当部局職員の退職・休職等によるマンパワー不足が発生し、
頓挫するケースが見受けられる。

◎道内外において、好事例のモデルとなる市町
村が増加したことに加え、市町村における個
別避難計画の取組意義等の理解がより深まっ
たことが考えられる。

●プッシュ型の支援（個別訪問）は、未策定市
町村を中心に実施しており、潜在的に取組に
苦慮している市町村への支援が不十分。

R7以降の
取組の検討
（主なもの）

○積極的なプッシュ型支援の実施
○未策定市町村に対する継続的・重点的な支援
○関係団体等が実施する研修会等への参画
○先進市町村の事例収集・情報提供



計画作成に取り組む都道府県、市町村、関係者へのメッセージ
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様式北海道

成果が得られたこと
○ 個別支援・個別訪問を実施した自治体において、個別避難計
画の取組を進めることができた。

○ 研修会等を通じて、個別避難計画作成の取組の加速化を促進
することができた。

○ 道として、市町村の個別避難計画作成に係る取組の難しさや
課題などを、個別支援を通じて、より把握することができた。

○ R5年度のモデル事業により伴走型支援を行った自治体の取組
が、小規模自治体におけるロールモデルとしての役割を果たし
ていること。

○ 個別支援等を通じて、市町村との連携が深まった。
○ 地域単位での取組が、徐々にではあるが進んでいる。

成果が得られなかったこと

○ 未策定市町村に対しては、進捗状況調査やアドバイザー同行
による個別訪問等により、策定までのプロセス等について助言
を行ってきたが、年度内の策定が困難な市町村が複数存在。
⇒対面による支援の実施は効果的であったが、取組が全く
進まない自治体に対しては、継続的な支援が重要！

○ 取組が停滞している一部策定済み市町村への支援
⇒潜在的に支援を求めている市町村は一定数存在していると
思われるが、自ら支援を求めることはあまりない。
プッシュ型の支援が非常に重要！
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